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（総延長の38％）が圧倒的に多い。しかし、広域的自転車道と地域内自転車道の約28％が未整備で、
今後は日常ルートの整備が重要な課題となっている。
自転車道と自動車の車道の空間利用からみても、レクリエーションルートと日常ルートの違いは明
確である。長距離自転車道の69％が自動車の車道から3m以上離れ手いるルートや車道と全く別のと
ころを通っているルートを使い、自転車が自動車の車道を通る区間は長距離自転車道の総距離の 10
％と少ない。一方、主に日常目的のルートに関しては、車道を走る区間が広域的自転車道の29％、地
域内自転車道の 42％にも及び、レクリエーションルートの場合より遙かに多い。
　広域的自転車道の 47％、そして地域内自転車道の 39％が自動車の車道から全く離れたものとして
計画されてはいるが、その半分はまだ未整備で、残されている課題は大きい。レクリエーションルー
ト及び日常ルートは今後、車道からなるべく離れたところで整備することになっているが、車道内、
または車道に近い整備はおそらく地形などのためにやむを得ない場合や市街地内区間に集中すると思
われる。
　③案内標識：州の自転車案内標識設計基準は道路・交通研究会の基準に基づくために共通点は多
いが、文字の色を始めとして相違点もいくつか挙げられる（表5-10）。州の自転車道標識は「道路交
通研究会」が推薦している赤い文字ではなく、「自然環境」を象徴している緑色の文字を使っている。
さらに、主に市街地外で設置される州の自転車標識は小さめで、レクリエーションルートの特徴や勾
配、そしてルート付近の観光地や駅などを案内する「情報看板」の種類が多いだけではなく、それぞ
れを設置する場所と目的がきちんと決まっている。レクリエーションルートの「ロゴマーク」は日常
ルートに使われる「方向標識」に追加されている現在地の特徴を知らせる「場所案内標識」も種類が
多く、工事現場などを案内する「ルート状況案内板」や環境資源に設置される「観光看板」が州独特
のものである。
州の方向標識は近くの「上位中心地（Oberzentrum）」や「中位中心地（Mittelzentrum）」15、または
自転車交通ネットワークのノードにある町村を上位目的地として案内し、それぞれ現在地に隣接する
町村や地区を下位目的地として案内している。上位目的地間の距離は大抵 10～ 20kmで、州境付近
では他州・外国での目的地が案内されている (19)。
標識の設置作業はまだ完成していないが、長距離自転車道沿いの標識が優先的に設置され（公団に
よると 2005年の夏時点で路線により 7割～ 10割完成）、同時進行で面的な設置（同時点まではほぼ
5割完成）も行われている。標識設置は公団からの補助を受けながら、市町村によって行われている。
５－４－１－３　維持管理
自転車交通ネットワークを管理するために、随時更新されている「自転車道データベース
（RADIS）」が使われている。このデータベースは自転車道と標識のデータを含み、将来はデータベー
スに基づくインターネット上でのルート案内も考えられている(9)。標識の状況確認は道路管理者によ
り少なくとも年 2回行われている (19)が、担当者によるとすべての路線を年に 2回、自転車で回り点
検を行うこととなっている。
５－４－２ 都市内の自転車交通ネットワーク形成
　　【事例】トロースドルフ市
５－４－２－１ 自転車道ネットワーク整備の背景
　トロースドルフ市は、ノルトライン・ヴェストファーレン州のケルンとボンに挟まれた人口7.5万
人の都市である。1980年代まで自動車中心の交通計画を行ってきたが、交通問題が耐え難くなり、
人口の約 90％が交通政策の方針変更、77％が自転車交通の促進を支持していた。そこで市は「自転
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車に優しいNRW州の市町村（AGFS）」に加
盟し、州の支援を受けながら、1986～ 87
年に自転車交通計画を作成し、1989年の全
市の交通発展計画にその内容を盛り込ん
だ。計画策定にあたっては、「自転車に優し
いトロースドルフ（Fahrradfreundliches
Troisdorf）」のプロジェクトチームを設立
し、全ドイツ自転車クラブ（ADFC）の協
力も得て、OD調査や交通量調査、学校や
企業等へのアンケートを実施した。目標と
しては、幹線道路を含めた既存道路空間の
再構成の手法をふまえて、各市区を全面的
な自転車交通ネットワークで結び、駐輪施
設とバイク＆ライドシステムを整備し自転
車利用者に情報サービスを提供する案内所
と案内標識システムとを充実させることに
より、自転車のイメージ向上と最大限の交
通安全を確保することであった。1988年
から 1996年までに約 1,400万ユーロが集
中投資されたことで、ドイツでも有数の自
転車道路ネッワークが実現した。
図5-5は、市全体におよぶ自転車ネットワークの地図から駅周辺と中心市街地の一部を示している
が、「ゾーン30」、「交通静穏化道路ゾーン」（第４章参考）、および「歩行者ゾーン」（第３章参考）と
いう面的な整備手法と、新たな自転車道整備手法を組み合わせることにより自転車交通のネットワー
クが構築されていることがわかる。それまで駅周辺は様々な交通が輻輳し、自転車道の整備が難しい
といわれてきただけに、このような事例は多いに注目される。
　「自転車に優しいトロースドルフ」プロジェクトに必要な雰囲気づくりのために、徹底的な広告活
動を行う「自転車情報センター（Fahrradinformationszentrum FIZ）」16が設置され、新聞と各世帯
にチラシを配布し、継続的に新しい政策を伝えた。市は職員の意識を高めるために公務自転車を購入
し、ADFCと共に自転車利用デーを設定した。さらに 1年間に約 70の自転車関連の各種イベントが
記載された「自転車文化カレンダー」を作成し、自転車地図と共に市民に配布し、全市的な自転車の
利用と普及をはかった。
図5-5：トロースドルフの中心市街地における自転車交通ネットワーク（市作成の自転車地図に基づく）
表 5-11：トロースドルフの交通分担率（％）(22)
表 5-12：トロースドルフでの自転車利用目的（％）(23)
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1996年の調査によると、トロースドルフにおける自転車の交通分担率は、全市域において 8年間
の間に16％から21％と5ポイント増加し、それまでのモデルプロジェクトと異なり、自動車交通は
4ポイント減少した（表5-11）。特に買い物など、近場での用事を済ますことと、レクリエーション
の自転車利用が増えた（表5-12）。自転車の年間平均走行距離は、1988年の370キロから1996年の
540キロまでに伸び、特に10キロ以下の距離の場合は自転車を使う傾向が強く、1996年には、市内
の目的地までの交通の 29％が自動車交通、28％が自転車交通となった。年代別に見ると、高齢者の
自転車利用率の増加がもっとも高く、市民の6人中5人は自転車インフラストラクチャーが良いと考
え、5人中4人は自転車道が魅力的でより安全になったと、自転車交通政策を評価している。また交
通分担率の変化と自転車の全走行距離のデータに基づき、全市で年間のCO2排出量が 2743t減少し
たことが市の試算で示されている。さらに、CH4が 1t強、COが約 100t、NOxが約 11t、粉じんが
約 1.2t、そしてSO2の排出量が 0.5t弱減少したと試算され、毎年合計して 140万マルクの公害対策
費を節約し、地球環境保護にも貢献できることになったと言われている。(‚22,24)
５－４－３　駐輪
　駐輪場は魅力的な商店街にも、各種公共交通機関の停車場にも欠かせないという理解は連邦、「道
路交通研究会」、市町村や環境保護団体においては高まってきたが、放置自転車などの問題がドイツ
でも存在し、実際の駐輪場整備や駐輪管理に関する軋轢が相変わらず発生することがある。
リ ュ ー ネ ブ ル ク 市 の 駅 前 広 場 に お け る 駐 輪 禁 止 に 関 す る 「 連 邦 行 政 裁 判 所
（Bundesverwaltungsgericht）」の判決（BverwG, 3 C 29.3）により、駐輪禁止は法的な根拠がないため
に不可能であることが確認された。ADFCはこの判決を支持し、駐車と比べての空間利用や環境汚染
が少ない駐輪のメリットを強調しつつも、自転車交通を促進しながら駐輪を禁止することは矛盾であ
ることを指摘し、駐輪の時間制限や破壊された自転車の撤去を支持している (25)。しかし、駅の裏に
は大型駐輪場があっても、駅前に止められている自転車が歩行者の邪魔になるためにリューネブルク
等の都市が対策を求めていた結果、「ドイツ都市会議（Deutscher Städtetag）」は交通ルールの改正案
を考えるようになった。同時に、リューネブルク市は駅前広場における無料で短期に駐輪できる場所
の確保に関し、鉄道事業者との面談を行っている (26)。
　
５－４－３－１　駐輪と買い物
　【事例】ゲッティンゲンにおける「自転車と買い物」シンポジウム
2005年 6月 30日にゲッティンゲン市で自転車での買い物に関するシンポジウムが行われた。開催
者は非営利団体の「都市計画・地域計画・国土計画協会（SRL – Vereinigung für Stadt- Regional- und
Landesplanung）」で、「ハノーファー商工会議所（Industrie- und Handelskammer Hannover）」、経営者
団体の「ドイツ中・大規模小売業者連盟（Bundesarbeitsgemeinschaft der Mittel- und Großbetriebe des
Einzelhandels BAG）」、「ドイツ都市会議（Deutscher Städtetag）」とゲッティンゲン市が協力し、さら
に「連邦交通建設住宅省（BMVBW）」がこのシンポジウムを支援した。買い物と街に優しい交通の
関係を考え、自転車のポテンシャルを評価し (27)、特に通勤や通学、そしてレクリエーションの自転
車交通が注目するとともに、買い物がまだあまり注目されないことから商業施設、行政と自転車利用
者間の情報交換が重要な目的であった (27,28)。
ドイツ全国において、自転車の交通分担率は 9％で、平均の走行距離は 3.3kmであるが、特に余暇
の移動（全交通の 31％、自転車交通の 37％）と買い物交通（全交通の 19％、自転車交通の 23％）の
目的で自転車を使うことは多い (29)。なお、車を運転しないで、車に乗せてもらった人を含めて、自
動車を使う人の走行距離が延びている（表5-13）。ただし、移動目的としては特に買い物が増えてい
る（表5-14）ので、自転車のポテンシャルがまだ十分に引き出されていないと判断された。
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特に青少年や中心市街地付近に暮らしている人が自転車を買い物に行く交通手段として使う傾向は
あるが、全体的には自転車が距離 1～ 2kmの買い物において 14％、2～ 5kmの 7％、5～ 10kmの 3％
と、自動車より遙かに少なく、自転車の買い物利用を少なくても今の 1.5倍に増加できると思われる
(30)。
一般的には特に中心市街地における自転車利用者が買い物客の13％と多い（市域全体においては5
％、市外から来る人の場合は 3％）。または商品から見ると、特に食品などの日常品買い物の 23％が
自転車で行われ、自転車の利用者率が高い。さらに、歩行者や公共交通利用者と比べて、自転車利用
者は買い物をする確率が高く、使う金額も高い。そのため、小売業者団体の「ドイツ中・大規模小売
業者連盟」は自転車での買い物を促進することは特に中心市街地の商店街に重要であると判断し、自
転車交通の促進を支持している(31)。商工会議所も店舗の直前に駐輪したい利用者と車で来る買い物客
を望んでいる小売店の間にあるギャップを認めながら、買い物における自転車利用に関する意識が少
しずつ高まると指摘している (15)。
駐輪場が不足する場合、または安心して駐輪でき、自転車に鍵をかけることができる駐輪場がない
場合は、自転車利用の促進につながらないので、目的地に近く、魅力的な駐輪場の整備は重要である
ことが指摘されている。さらに、使いやすい駐輪場がある場合は放置自転車の台数が減り、歩行者の
交通安全も良くなると判断されている。
通交共公 ）外以者転運（車動自 ）者転運（車動自 車転自 歩徒
2891 643 824 588 35 96
2002 753 645 511,1 96 28
加増 001( 万 )mk 11+ 811+ 032+ 61+ 31+
加増 )%( %3+ %82+ %62+ %03+ %91+
表 5-12：旧西ドイツにおける利用者のトリップ延長（単位：1日当たり 1万キロ）(30)
ンョシーエリクレ 事用、物い買 張出 学通 勤通
2891 258 812 932 801 753
2002 220,1 515 043 39 694
加増 001( 万 )mk 071+ 792+ 101+ 51- 931+
加増 %02+ %631+ %24+ %541- %93+
表 5-13：旧西ドイツにおける移動目的（パーソントリップ）（単位：1日当たり 1万キロ）(30)
写真 5-1：分散型駐輪場に転換された駐車場 写真 5-2：駐輪に使われている、木を囲む頑丈な
レール
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自動車一台の駐車場が自転車6～8台の駐輪場になるために、中心市街地の空間再配分に伴い、新
たな駐輪場を確保するためには駐車場を転用することが一番効率的とされている（写真5-1）。このよ
うな分散型駐輪場を特に客数が多いスーパーなどの前になるべく多く提供し、数台の少ない分散型駐
輪場をなるべく各店舗の前に整備することは推薦されている。店舗前などの散型駐輪場は歩道内でも、
車道内でも整備できるが、自転車道や車道から段差のない駐輪場が自転車利用者に特に使いやすい。
中心市街地においては自転車を長時間止めるための大型駐輪場が整備されても、自転を数十分間や
一、二時間止める分散型駐輪場がさらに必要であると強調されている (32)。分散型駐輪場を確保する
ためには例えば沿道駐車場の転用（写真5-1）などが行われている。
分散型駐輪場に多目的のストリートファーニチャーを使うことが推薦されている。例えば、ベンチ
と駐輪場、柵と駐輪場やボラードと駐輪場の組み合わせが可能である（写真5-2）が、「道路交通研究
会」の安定性・安全性に関する基準（５－３－２参考）を満たすために、車体を支える構造が必要で
あることが強調され、さらに全市域にわたる技術基準やデザイン基準の作成が推薦されている(32)。さ
らには、買い物や荷物用のコインロッカーの整備、買い物の宅配や自転車利用者への割引などが推薦
されている (17)17。
５－４－３－２　大型駐輪場
　【事例】ボンの「自転車ステーション」
　多様なサービスを提供する大型駐輪場「自転車ステーション」を主に駅で整備することによって、
自転車を使った宅配便、観光案内、荷物の置き場やキオスクなど、幅広いサービスとの組み合わせが
可能となる。使いやすい整備としては、道路からの簡単なアクセスと駅のホームになるべく近い場所
が推薦され、営業時間を始発から終電まで、公共交通と調整するべきである (7)。
　ノルトライン・ヴェストファーレン州は「100ヶ所の自転車ステーション」整備事業を行い、「環境
共同体」の強化、鉄道駅の活性、放置自転車対策と雇用対策を目指している。自転車ステーションは
(1)駅や公共交通機関の停車所に近く、(2)駐輪場管理者を配属し、レンタサイクルなどの自転車関連
サービスを行い、(3)分かりやすい営業時間で年中無休に営業し、(4)州で統一したデザインやロゴ
マークと値段設定にすることが求められている。この条件が満たされている場合は、州からの補助が
可能である。その他、自転車の洗車、パーツ販売や盗難防止登録等のサービスを提供するケースが多
い。
写真 5-3：ボン駅のホームに隣接する大型駐輪
場「自転車ステーション」
写真5-4：ボンの大型駐輪場「自転車ステーション」
の受付
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　市町村を代表し、州がドイツ鉄道（DB）と土地提供に関する契約を結び、ホームに近く、便利な自
転車ステーションは多いが、それにもかかわらず駅前に短期的に使える安全な駐輪場が必要であるこ
とは広く認識されている。
　多くの自転車ステーションが鉄道敷地内の不要になった建物などを使い、常時人がいるので駅前広
場での安心安全も良くなったと、評価されている。ドイツには駅員が常時いない駅が多いが、その場
合は自転車ステーションが切符の販売や情報提供なども行っている。
　運用団体としては自転車販売店の経営者などの企業もあるが、全体的にはNPOの福祉団体が多い
(33)。例えば、カトリック教会の福祉団体「カリタス（Caritas）」により運営されているボンの自転車
ステーションでは駐輪だけではなく、就職案内所により派遣される若い無職者のサービス業・技術訓
練も重要な目的としている。若者が自転車ステーションでパートとして働きながら算数、国語やパソ
コンの授業を受けている。就職や借金返済などの関する相談も可能である。
　ボンの自転車ステーション（写真5-3、5-4）は現在、営業、社会福祉や自転車技術などの専門職員
を 7人雇い、訓練を受けている若者を含めて職員数が 27名である。2000年の自転車ステーション創
立以来、自転車ステーションで訓練を受けた113人の若者が企業に就職でき、国の社会福祉手当を受
けて生活する代わりに税金を払って生活しているので、人件費がかかっても広い目で見ると経済効果
が大きい 18。
５－５　大都市域における長距離自転車道
　　　　【事例】ラインシーネ自転車道
ドイツの長距離自転車道は70年代に初めて登場したが、特に90年代以降は多くのルートが開通し
た。具体的な数は不明ではあるが、全国には150ルート以上があると思われ、調査の対象となった134
ルートは最短 10 km、最長 4,500 km、平均は 312 km、総延長 40,245 kmである。ADFCが行った調査
に基づき、最新7年間に好まれている長距離自転車道ベスト5に入る7つのルートが河川沿いにあり、
いくつかの州にまたがる比較的長いルートである。河川沿いであることから比較的高低差が少なく、
かつ数日間の旅行で地域的な景観的変化を楽しめるという魅力がある。またこれらのほとんどがドイ
ツ国内ルート（D-Routen）とヨーロッパ全体のルート（EuroVelo）にも指定されている (34)。
　サイクリングはどのスポーツよりも人気が高く 19、特に春や夏においてはリラックスする目的や
ちょっとした遠足の目的で、自転車で出かけることは多い。その際は自然や地域の特徴をゆっくりと
発見しながらサイクリングを楽しみ，リラックスとフィトネスを組み合わせることが自転車旅行の主
な動機といえる (34)。
　例えばノルトライン・ヴェストファーレン州のミュンスター地方（Münsterland）など、自転車ツー
リズムを重要な観光収入源と見なしている地域があり、ブランデンブルク州など、自転車ツーリズム
を重要な経済資源として開発している地域もある (34)。
　最近は景観ルートだけではなく、街の歴史や産業・文化遺産のテーマルートが整備され、その有名
な事例はルール工業地帯のエムシャーパークを通っているルートやライン川沿いの「ラインシーネ
（Rheinschiene）」（図5-6）である。
「ラインシーネ」20とは元々、19世紀に整備された、ライン川沿いの重要な鉄道路線を指した表現
と思われ 21、この表現が 1970 年のノルトライン・ヴェストファーレン州の「第二国土発展計画
（Landesentwicklungsplan II）」で船上運搬、鉄道や道路を含む「ライン川沿いの交通動脈」として定義
された。「ラインシーネ」をデュースブルク（Duisburg）からボン（Bonn）まで伸びる人口密集地や
経済圏で、ケルンの西にある褐炭発掘地域までを含む地域として定義する場合ある (35)。
　「ラインシーネ」の経済圏はさらに2つに分けられる。「ラインシーネ」の北部はルール工業地帯の
一部となり、重要な都市は鉄鋼産業や鉱山、化学工業、鉄鋼工業や自動車製造業を持ち、大きな構造
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図 5-6：ラインシーネの位置と特徴(10,12)
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改革を直面しているデュースブルクやとレーフェルト、そして商業、展示場や州行政機関と化学工業
や自動車産業などのドュッセルドルフが重要な都市である。南部の重要な都市は化学工業や石油工業
を持ちながら、展示場、サービス業、商業やメディア関係の企業が集中しているケルンと、戦後 41
年間西ドイツの首都であり、現在は情報テクノロジーや通信の街に変わりつつあるボンである (35)。
「ラインシーネ」沿いの殆どの都市が人口 10万人以上の「大都市（Großstadt）」で、人口密度が 2千
人 /km2以上で、ルール工業地帯と同様に人口密度が極めて高い都市が多い。その一方、南のライン
ラント＝プファルツ州の過疎地との境目がはっきりしている 22。
５－５－１　発案者の「ラインシーネ交通会議」と運用団体
　交通問題解決と自治体の発展を目ざし (36)、デュースブルク、ドュッセルドルフ、ケルンとボンの
4市が参加している「ラインシーネ交通会議（Verkehrskonferenz Rheinschiene）」が 1991に発足した
(37)。この会議は、貨物鉄道、公共交通機関や船上運搬の促進し、地域内協力の強化と経済振興を目指
した大型プロジェクトが提案された場合のみ不定期的に開かれ、1993年に地域の大きな負担となる
貨物自動車交通を減らすことを交通会議の目的と発表された (36)。1996年の議決によって地域全体が
対象となる観光の促進が新たな目的に指定され、公共交通機関と船を生かした長距離自転車道が提案
された (38)。運用はボン市役所の自転車担当職員によっている 23。
５－５－２　「ラインシーネ自転車道」の概要と特徴
　「ラインシーネ自転車道」は地域住民のレクリエーションの場として計画され、さらには国内外の
観光客用のアトラクションとして地域の知名度を高める目的がある (39)。州の観光政策は主に他の地
域から観光客を誘致する目的をもっており、ドイツ国内でも少ない都市の協力から生じたプロジェク
トであることだけではなく、地域内住民のレクリエーションを重要な目的としていることは「ライン
シーネ自転車道」の特徴である 24。
ライン川の両岸で整備され、往復の延長が357キロの「ラインシーネ自転車道」（図5-6）はライン
川を渡ることができる33ヶ所の橋や渡り船を含む。整備が1998年から始まり、長距離自転車道は1999
年に開通した。沿道17都市が整備費の約130万マルクを分担し (39)、州が総整備費の 8割を担った (40)。
17都市が分担する維持管理は全ルートで年間約 5千～ 1万ユーロに見込まれている 25。
　標識はノルトライン＝ヴェストファーレン全州に使われている自転車案内標識と「ラインシーネ自
転車道」のロゴマークである。さらには、独自の観光看板 26が 3～ 4kmぐらいの間隔で 91ヶ所に設
置され、現在地の記載されている地図や地域の伝統、歴史や産業などに関する豆知識を紹介している
(39)。長期的には、15ヶ所の「休息所（Veloinsel）」を整備し、駐輪設備、ベンチ、コインロッカー、ト
イレ、自動販売機又はキオスクなどを提供する計画はある (40)が、このサービスが経済的に成り立つ
見込みが今のところ無いので、実現は不明である 27。
　「ラインシーネ交通会議」の 4市が協力し、自転車道整備の事前調査を行ったが、自転車道整備は
道路管理者（Baulastträger）と「ラインシーネ自転車道」に指定される各種道路や道の管理者である
17都市により行われた。整備を担保し、費用負担の分割や整備内容などを規定するために、整備担当
者が「行政協定（Verwaltungsvereinbarung）」28を結んだ。ラインシーネ自転車道は既存の自転車道や
農道などに自転車道標識や観光看板を設置することによって形成されたが、ドイツ国内外の長距離自
転車道ネットワークとの調整、新しい自転車道の建設やADFCとの調整は不要と判断された。その結
果としてはルート選定、案内標識や情報看板のデザインと設置やガイドブックの作成が主な課題とな
り、プロジェクトを短期間で低価格に完成できたが、舗装改良 29が必要な自転車道区画やPR活動 30は
大きな課題として残っている (37)。
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図 5-7：ケルン中心市街地の景観と自転車交通ネットワーク(44,50)
第５章　魅力的な自転車交通
156
５－５－３　ケルン市内の自転車交通
　自転車が他の交通手段と同等なものとして 1978年の都市発展計画で初めて登場したが、自転車交
通の促進が90年代から本格的に始まり、1992年以来は自転車専門職員が市役所に配属されている(41)。
ケルン市は「自転車に優しいNRW州の市町村（AGFS）」を 1993年に創立した 13都市（現在は 36の
市町村や郡）の一つで 31、自転車の交通分担率が 1992年の 12％から 1998年の 15％まで増加し、今後
も伸びる見込みがある。市が2004年はEUの自転車交通政策評価プロジェクトBYPADの審査を受け、
100点満点のうち 61点を得ることができた (41)。
　BYPAD審査の結果、利用者のニーズ分析や市による自転車交通政策の評価がほめられたが、未解
決の課題もいくつか以下のように挙げられている。
①整備状態：市が面的で、整備しやすく、予算のあまりかからない自転車道整備や駐輪場整備によ
り自転車交通を促進しようとしているが、予算が道路交通予算のわずか6%（BYPADが交通分担率に
同等の 15％を推薦している）しかないために整備は遅れる傾向にある。駐車場付置義務の免状金が
駐輪場整備に使われていることは評価されている一方、特に自転車幹線道（Velorouten）の整備が遅
れていることが指摘されている。さらに、自転車用の整備が自動車にあまり影響のない場合に限る傾
向があることも指摘されている。
②データ収集と分析：数値化できるような目標が無いだけではなく、様々な交通量調査などが行わ
れているのに、もっと詳しいデータが必要である。
③ PR活動：自転車の PRは行われているが、ターゲットを絞った PRが少ないために、PRの効果
が限られている。自転車交通を促進するために、市が特に健康作りの団体などとの協力を深めるべき
である。利用者が自転車交通に関する悩みを相談できるホットラインの整備も推薦されている (41)。
　なお、自転車交通と公共交通の工夫はケルンで進んでいると言える。市内の運輸連合である「KVB」
のLRTとバス、そしてDBの各駅停車やSバーンも全て自転車をそのままの持ち込むことができるが、
車両や他の乗客への障害が生じないことが条件である。車内の自転車置き場が入り口付近で指定され、
そこにはすでに自転車がある場合、又は車椅子やベビーカーがある場合は自転車の持ち込みが不可能
になる。自転車用の切符は乗車距離と関係なく 2.10ユーロ（割引券は 1.75ユーロ）で、殆どの定期
券については自転車の持ち込みが無料である (48)。
　全市 203ヶ所の駅の内、118ヶ所（58％）には自転車を併せて 8,021台収容できるのバイク＆ライド
施設（B&R；有料の「自転車ステーション」を含む）があり、その内 3,320台分のが屋根付きで、111
台分が自転車のコインロッカーである「自転車ボックス」である。収容台数から見ると、B&Rの29.8
％が内環状線内の左岸旧市街地（半径およそ 1.8km）にあり、さらに 23.4％が 19世紀末の市街地を
通っている外環状線（半径およそ 3.8kmの「Gürtel」）内にあり、B&Rは自転車利用が特に増えてい
る都心に集中している。その一方、111の自転車ボックスは全て周辺の都市に隣接している駅にあり、
通勤用である。
　中心市街地の一番大きい駐輪施設は、中央駅直下にある 2003年に開業した「自転車ステーション
（Radstation）」である。収容台数は 961台で、レンタサイクル、修理、洗車、自転車情報などのサー
ビスが提供されている。
５－５－４　ケルン市内の「ラインシーネ自転車道」左岸区間の特徴
　①観光資源：交通インフラが発達し、市街化と工業開発が進んでいるケルン市内の景観は主に 19
世紀末の産業革命以降の開発の結果として形成された、南北にはヴェッセリング（Wesseling）やレー
バクーゼン（Leverkusen）の工場都市があり、緑地や畑があるものの、自然の景観は殆ど存在しない
(43)32。
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　歴史の各時代においては、ライン川が重要な交通インフラで、漁業やローマ時代以来の船舶輸送が
ケルンの重要な収入源となった。旧市街地が古代の商業道路がライン川を跨る場所にあり、ローマ軍
の駐屯地時代（50年頃）や中世の建設遺産 33は現在でも豊かである。19世紀末の著しい都市成長に
伴って城壁が取り壊され、路面電車と環状道路が城壁の跡地に整備され、旧城壁外の都市化と工業化
が 19世紀末に進んだ。市主な産業は現在、展示場、交通やメディアに変わり、工業景観が消えつつ
ある (43)。
第二次世界大戦の空爆により街は大幅に壊され、大聖堂のみが奇跡的に残った。現在の「アルト
シュタット（Altstadt）」である中心市街地のライン川沿いの街並みのみが戦後に再現され (49)、コンパ
クトで統一した戦前の街並みがほとんど残っていない (42)。戦後の自動車中心の都市計画による影響
を緩和するために、ライン川沿いの交通量が多い国道（24時間に 4.5万～ 5万台）は 1982年に蓋さ
れ、公園とプロムナードが整備された34。この公園には防水壁を設置できデザインは中世の城壁を取
図5-8：ケルン市内の景観、自転車交通へのサービスと「ラインシーネ自転車道」（Ｆプランに基づく）(50)
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写真 5-5 ～ 10：ケルン市内のラインシーネ自転車道（左岸のみ）
ケルン北部にある石油加工プラントと港（区間AB) ケルン北部にあるヴォッリンゲン地区の住宅街。違法駐
車や狭い自転車道のために、荷物を運びながらな走行が
艱難な箇所もある。（区間AB)
ケルン北部の農地。自転車道が土手の上を通っている。
（区間BC)
ケルン北部にある膨大な自動車工場。自転車道が幹線道
路と路面電車の路線の間を通っている。（区間CD)
ケルン中心市街地の川沿いプロムナード。（区間DE) ケルン中心市街地の港湾再開発工事現場。（区間DE)
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ケルン中心市街地での自転車道が歩道と車道の間にある。
右側には再開発中の元倉庫があり、自転車道の送客力が
期待されている。（区間DE)
ケルン中心市街地の船引き道。（区間DE)
ケルン南部の水上レストラン。（区間EF) ケルン北部の砂浜。（区間EF)
ケルン南部の自転車道。森林内区間の舗装が良くない箇
所もある。（区間EF)
ケルン北部のコンビナート。自転車道が幹線道路と向上
沿いと通っている。（区間FG)
写真 5-11 ～ 16：ケルン市内のラインシーネ自転車道（左岸のみ）
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表 5-15：ケルン市内の左岸自転車道と景観
区
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築
*
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堂
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7 5.4 4 - 5.4 - -
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、家農 31 、会教の紀世
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ぎろつく、歩
D/C
、場工
落集、港
5.8 4 3 5.5 - 5.2 -
ーナテンコ、場工車動自
落集い狭、港
E/D
道き引船 2.2 2.2 - - 2.2 - 2.2 いなえ見が街にめたの台高
中、宅住
地街市心
4.7 4.7 4.7 - 2.1 2 9.3
旧、会教の所カ数、堂聖大
覧遊、園公、館物博、街市
庫倉、）塔（跡の壁城、船
）区地発開再（
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、グンギョジ、歩
プーオ、ぎろつく
な台屋、ェフカン
ど
道き引船 2 2 - - 2 - 2 いなえ見が街にめたの台高
F/E
リ、宅住
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、み並街たしとりまんじこ
浜砂、園公、船ンラトスレ
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）く除を
9.93 4.82 32 5.01 2.01 5.9 9.3
道き引船 2.4 2.4 - - 2.4 - 2.4
り上げ、街への入り口を強調している 35。飲食店やオープンカフェが多く、遊覧船の船着き場がある
ので、川沿いのプロムナードは常に賑わっている（図5-7）。
　「ラインシーネ自転車道」は、19世紀末の工業地帯やにぎわいのある中心市街地を通っている、こ
れらの全ての景色を通して歴史を肌で感じることができる。このため、街の多様性を認識できたり、
歩行者が主に歩いている中心市街地と異なった、自転車でしか得られない新鮮なイメージを得ること
ができる36。歴史を体験できる景観や現在も有効利用されている多様な遺産が観光資源にもなり、地
域のアイデンティティーを強める (43)ので、景観の遺産が「きれいな風景」に限らないという意識がド
イツ国内外で最近高まっている 37。
　市内の川沿い空間（図5-8、表5-15、写真5-5～15）を農林地帯の「農業系空間」（区間延長10.5km、
船引き道を含み 14.7km）、住宅、レジャー施設や商業などを含む、多様な「都市系空間」（区間延長
10.4km）と工場やその近くの集落を含む「工業系空間」（区間延長 19km）に分けてみると、特に後者
の「工業系空間」をレジャーに使うことは普段あまりなく、自転車で移動することにより、街の多様
性を他では得られないほど体験できることが分かる。
　さらに、ケルン市内の「ラインシーネ自転車道」はいくつかの再開発地区を通っている。その 1つ
は洪水対策許可のために再整備予定の旧市街地内プロムナード（延長約 500m）で、再整備の際には
特にオープンカフェと歩行者エリアを拡大する予定がある (44)。さらには 19世紀後半に整備された、
面積 15.4haの「ラインアウ港（Rheinauhafen）」がある。「ラインアウ港」にある建築遺産の倉庫や港
の施設を改造し、新しい建築も行って住居、事務所、店舗や博物館などを確保することになっている。
その内、元は税関の建物であったチョコレート工場の博物館（1993年開館）と倉庫であったスポー
ツ・オリンピック博物館（1998年開館）がすでに完成している (45)。開発地区内で賑わいをもたらす
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ために、市は建物の1階部で店舗やレストランなどを誘致して、長距離自転車道からの集客効果を期
待している (46)。また、3つめの再開発地区は新しい洪水ポンプ場 (46)である。
　②情報サービス：ウェブサイト (43)には観光看板、標識、ルート概要や写真があり、さらにはガイ
ドブックが紹介されている。「ラインシーネ自転車道」を 4区間に分けて、簡単な地図、都市間の距
離、公共交通機関や観光案内所のリンクなどの情報が提供されている。
　ガイドブック (12)38では「ラインシーネ自転車道」を16の区間に分け、各区間に関しては地図、地図
に記載している見所の紹介（特徴と写真）、ライン川やその年の歴史や産業に関する豆知識や様々な
連絡先39を含む観光情報がある。「ラインシーネ自転車道」から数キロ離れても、見る値打ちのある場
所までの「特別ツア （ーExtratour）」がさ
らに8つほど紹介されている。終わりに
は自転車と客船を含む公共交通の組み合
わせ方の他、ルート沿い各都市の観光案
内所、「ベット＆バイク」施設、自転車
修理工場やADFCの連絡先などの便利な
情報が揃っている。
　③整備状況：道路沿いの自転車道が
多い工業系と都市系空間でも、自転車道
が歩道と分離されているところが多い。
特に工業地帯（区間延長8km、写真5-17）
と中心市街地（区間延長 6.2km）では 4
車線以上で交通量が多い幹線道路沿いの
区間が長いが、中心市街地付近では川沿
いの引き船道（Leinpfad）を通るルート
の選択肢もある。交差点などがないこの
ルートは道路を走行することより早い
が、標高の差があるために街並みをあま
り見ることができない。その一方、特に
農業系空間内の殆どの区間は道路から遠
く離れている（表5-16）。
　ケルン市内の左岸にある「ラインシー
ネ自転車道」の延長約40kmの内、33.5km
がアスファルトで舗装され、残りはコン
クリートブロックで舗装されている。し
かし、幅員が狭いヶ所もあるので、特に
荷物を抱えている自転車旅行者にとって
表 5-15：「ラインシーネ自転車道」の整備状況
写真 5-17：工事現場における自転車道の迂回
間空系業工 間空系市都 間空系業農 道船き引
長延総 )mk( 0.91 4.01 5.01 2.4
類種の道車転自
道用専車転自
道歩・道車転自
内道車
5.01
0.7
5.1
2.6
2.4
-
5.3
5.4
5.2
-
2.4
-
徴特のトール
るいてれ離らか路道
い沿路道
）いな少が量通交（
）い多が量通交（
5.4
5.41
)0.4(
)5.01(
2.3
2.7
)0.1(
)2.6(
8
5.2
)5.2(
-
2.4
-
-
-
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は通行困難の区間がいくつかある。例えばケルン
北部の工業・住宅混在地ヴォッリンゲン
（Worringen）の改良されていない自転車道や南部
にあるリゾート風の街ローデンキルヘン
（Rodenkirchen）の歩行者が多くて、細い引き船道
においては通行が困難になる場合がある。工事現
場による自転車道減幅を含めて、問題を抱えてい
る区画が延長約9kmにも及ぶ。区間の一部は重な
るが、舗装に亀裂や穴が入っている自転車道区間
が同じく延長約9kmに及んでいる。さらに、工事
現場や農業による路面の汚れや、特に樹木の下に
設置されている標識の汚れが目立つところがあり、
工事現場付近や迂回路の場合は標識だけでルート
が分かりにくいところもある 40。
　「ラインシーネ自転車道」はライン川の両岸に整備され、ケルン市内だけでも11ヶ所で川を渡るこ
とができる。鉄道や高速道路の橋、そして歩行者・自転車専用の渡り船を含めて、全ての橋や渡り船
で自転車を使うことができ、自由度が他の車両と比べて高い（表5-17、写真5-18）。
　10ヶ所の観光看板には沿道で見られる土地の歴史や産業、又はライン川の特徴が紹介されている
（表5-18、写真5-19）。
　長距離自転車道から直線距離 1km以内に鉄道や LRTの駅が 31ヶ所ある（中央駅を含む）。総延長
10.5kmの農業系空間だけは駅がなく、特に中心市街地や住宅地では駅が多いために片道はサイクリ
ング、片道は公共交通のツアーも可能である（表5-19、写真5-20）。
　③沿道サービス：ケルンの外環状道路以内と右岸ドイツ地区（Deutz）の中心部でどこでも拾い、
捨てることができる「Call-a-bike」などのレンタサイクルがある。このレンタサイクルは、中心市街地
の「自転車ステーション」、旧市街地にあるレンタサイクル所に携帯電話を使って支払いすることができ、
自転車を 1日 10～ 17.5ユーロ（バイクの質にもよる）で借りることができる 41。
　自転車専用の地図 (50)にはさらに自転車の修理工場やレジャー施設などが記載されている。
号記 橋
渡
り
船
）名路道（性属
鉄
道
TRL
自
動
車
自
転
車
歩
行
者
考備
a × ○ （路道州 34L ） × × ○ ○ ○ みの間昼
b ○ × （路道速高 73E/1A ） × × ○ ○ ○
c ○ × （路道邦連 15B ） × ○ ○ ○ ○
d ○ × （路道邦連 a55B ） × × ○ ○ ○
e × ○ 路道市 × × × ○ ○ みの間昼
f ○ × 道鉄 ○ × × ○ ○
g ○ × （路道州 111L ） × ○ ○ ○ ○
h ○ × （路道邦連 55B ） × ○ ○ ○ ○
i ○ × 道鉄 ○ × × ○ ○ みの段階
j ○ × （路道速高 04E/4A ） × × ○ ○ ○
k × ○ 路道市 × × × ○ ○ ～月３；間昼 01 みの月
計合 8 3 2 3 7 11 11
表 5-17：ケルン市内の橋梁と渡り船
写真5-18：州道路 L43 の渡船
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５－５－５　「ラインシーネ自転車道」の沿道宿泊
自転車で旅する人にとって使いやすい飲食店や宿を紹介し
ているADFCの「ベット＆バイク」(13)には、合計 30宿泊施設
がラインシーネ沿いで登録され、その内 18がホテル、1つず
つがペンション、ゲストハウスと貸別荘（Ferienwohnung）で
ある。3つ星の宿泊施設が 8つ、4つ星が 3つで、高級な宿泊
施設の割合が多い。ユースホステルは 9つあり、さらには宿
泊はできないが、自転車を持ち込む乗客人に割引を提供する
号記
マーテ
容内歴
史
産
業
川
1 ○ × × （い戦のンゲンリッォヴ 8821 ）年
2 × ○ ○ 準基全安際国るす関に搬運上船の物険危
3 × ○ ○ 搬運上船両車のらか場工車動自
4 ○ ○ × 区地ルーニたっわ変に帯地業産らか村漁
5 ○ × ○ 史歴の橋ムイハルーュミ
6 × ○ × 造醸のルービュシルケ
7 ○ × ○ 史歴の港ンイラ
8 ○ × × 史歴の壁城ンルケ
9 × × ○ 類種の魚るいてし存生と質水の川
01 ○ × ○ 暇余と辺浜のンヘリキンデーロ
計合 6 4 6
表5-18：ケルン市内の「ラインシーネ自転車道」における観
写真5-19：沿道の観光看板
（離距線直 m） 区地型業工 区地型市都 区地型業農 計合
0 5 2 - 7
1～ 005 5 8 - 31
105 ～ 0001 3 8 - 11
計合 31 81 0 13
表5-19：ケルン市内の左岸の駅
写真5-20：LRT 駅沿いの自転車道
国
長延
識標内案 板看光観
mk 数日の旅
口川・流下 ツイド、ダンラオ 052 5泊6日 有 明不
ネーシンイラ ツイド 041 2泊3日 有 有
川ンイラなクッチンマロ ツイド 081 3泊4日 ※有 ※有
流上 スンラフ、ツイド 054 9泊 01 日 有 有
スプルア スイス、ツイド 034 01 泊 11 日 有 有
長延総 054,1 33 泊 43 日
表 5-20：ドイツ国内外のライン川沿い長距離自転車道 (19)
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ライン川の客船会社も登録されている。ホテルのみを見ると、一人部屋の 1泊当たりの値段は 30～
150ユーロで、値段の幅が広い。
　「自転車用特別サービス」、「グルメ」、「レジャーと健康」や「設備」の基準は「ヴェーザー自転車
道」の宿泊施設と同様である。
５－５－６　今後の動向
　長期的な整備としては、スイスの水源地からオランダの川口までの統一した長距離自転車道の整備
も考案されたが、実現は現時点で困難と判断されている (37)（表5-20）。
５－６　 まとめ
５－６－１　制度と運用
　近年整備されている自転車の日常交通ネットワークと観光ルートは以下の特徴がある。
　①制度的な対応：法的な制度と運用が比較的近年に充実した。
　②自転車空間の確保：市街地内では自転車の空間を歩道内でも、車道内でも確保できる。その最
大な目的は規制道路空間内での連続的で充実した自転車交通ネットワークの確保である。
　③関係主体感の合意：自転車は人気があるために、合意形成が歩行空間の確保や面的な交通規制
ほど難しくない。
　④利用環境の向上：交通マーケティングにより、利用者数を増やすことが目指されている。
５－６－２　基準
　ドイツにおける自転車道の整備は、ノルトライン・ヴェストファーレン州の「自転車に優しい市町
村連絡会議」加盟の市町村において、1990年代から新しい自転車道路の種類や整備手法等の先駆的な
試みによって、面的な自転車道路ネットワークが実験的に整備された。そして、その成果を受けて
1997年道路交通規則と同行政命令に、新たな自転車道整備の考え方と自転車の交通ルールが導入され
た。
　具体的な整備にあたっては、「車道の再構成」「交通規制の緩和」「歩道の再構成」による既存道路を前
提にした「道路空間の再構成」によるもので、あまり経費と手間をかけない現実的な自転車道ネットワー
ク整備手法といえる。
専門の研究団体である「道路交通研究会」は各種交通手段に関する基準を作成し、公表している。しか
し、この基準は法的拘束力をもたないため、多くの州は研究所の基準に基づき、州のニーズに合わせなが
ら独自の基準を作成している。その結果、全国的には一定の技術水準を確保した自転車道網が整備される
と同時に、各地域の特徴と個性を生かした自転車道網が整備されてきたことは興味深い。　
５－６－３　ネットワーク整備
　ラインラント＝プファルツ州とトロースドルフ州の事例から分かるように、道路管理者も、市町村も自
転車を日常交通の重要な交通手段として認めてきた。以下では自転車交通ネットワーク整備の目的や効果、
そして今後の課題を簡単に整理する。
　①自転車交通ネットワーク整備の目的：自転車交通ネットワークの整備により、自動車交通が
起こす環境影響を減らし、誰にでも使いやすい、手短なドア・ツー・ドア交通手段を提供しながら、
国民の健康づくりや地方の経済振興に貢献することは連邦政府の「自転車交通計画 2002～ 2012」にお
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ける重要な目的でる。さらに、ラインラント＝プファルツ州の自転車交通ネットワークなど、交通安
全向を目標に掲げているプロジェクトもある。
走りやすくて魅力的で、行政の単位を超えた面的な自転車交通ネットワークにおいてはルート選定
が重要な課題である。ラインラント＝プファルツ州はなるべく自動車の車道から3m以上離れている
自転車道を確保しようとしてはいるが、遠回りを避けるために沿道や車道内の自転車道区間も多い。
また、ルートの一部だけではなく、自動車で移動するときの距離感と目的地が自動車と異なるために、
自転車専用の案内標識システムが州により極めて重視されている。自転車道ネットワークの一部とし
て州の特徴を反映させつつ統一した標識デザインを担保するために、州道路交通公団は道路・交通研
究会の基準に基づき、州で独自の標識基準を作成した。
トロースドルフ市の事例から分かるように、市町村レベルにおいては交通問題の解決は自転車道
ネットワークの目的である場合がある。トロースドルフは1980年代まで自動車中心の交通計画を行っ
てきたが、交通問題が耐え難くなった結果、人口の約90％がその後、交通政策方針の変更を支持し、
77％が自転車交通の促進を支持した。
　②自転車道ネットワークの効果：ドイツにおける自転車利用促進が国民の健康づくりから発達した（２
－４－５－１参考）ので、自転車道が発揮しているレクリエーション効果に関する意識が高いと思える。
自転車道ネットワークは住民のレクリエーション空間となっている。例えばラインラント＝プファルツ
州の自転車道ネットワークにおいては主にレクリエーション目的の長距離自転車道が総延長の 16％に
過ぎないが、自動車の車道と離れて楽しく走れる区間が多く、整備の完成度も高い。
さらには、自転車交通の増加に伴い、自動車交通量の増加を抑制し、できれば削減することにより
環境効果をもたらす可能性もある。例えば、トロースドルフ市は自転車の交通量を増やしながら、自
動車交通を減らすことに成功し、環境にやさしい交通計画を実現できた。
また、道路整備に関する反対運動が強まる中で自転車のイメージがかなり良くなった結果、自転車交通
ネットワーク整備の宣伝効果が最近注目されてきた。例えばラインラント＝プファルツ州の道路整備公団
が 2000年に自転車交通インフラ整備と環境対策の専門職員を 2名新しく配属した理由の一つは自転
車促進政策の宣伝効果にあった。
　③自転車道ネットワークにおける主な課題：レクリエーション用のルートに関する意識が 70年代以降
に高まってきた一方、日常ルートの未整備区間は特に市町村の領域を超えた、広域的な自転車道ネット
ワーク整備においてまだ遅れている。日常ルートがラインラント＝プファルツ州における自転車交通ネッ
トワークの総延長の84％にも及ぶが、クルマの車道内を走るその3割が「完成区間」に位置づけられ
た一方、クルマと全く別の道を通るその 4割強の半分ほどが未整備である。
「道路交通規則」の1997年改正により自転車道の種類が豊富になり、各地に適した整備をより簡単
に実現でき、連続的な自転車道ネットワークを整備することは以前より簡単になった。しかし、自転
車道を整備するだけでは自転車の利用率を高めることは不可能である。自動車交通量のデータ分析、
地域内の重要な目的地を結ぶ自転車道ネットワークの設計、さらには来街者にもわかりやすい案内標
識デザインと配置、また自転車利用者へのサービスを含む総合的な自転車交通システムの計画が必要
とされている。利用者にこの整備やサービスを知ってもらうために、さらには焦点を絞った、適切な
PRと自転車利用に関する教育が必要とされている。
　特に市町村内の自転車利用をのばすためには駐輪場の整備が不可欠で、自転車をある程度長期に置く大
型駐輪場と店舗などの直前に整備する短期駐輪の分散型駐輪場が必要とされている。分散型駐輪場の整備
により放置自転車を減らすことは可能であるが、歩道を妨げない、景観に負担をかけない駐輪場デザイン
が重要である。分散型駐輪場を自転車利用者に使ってもらうために車体を安定して支え、鍵をかけること
ができる構造と店舗などの入り口付近への配置が重要とされている。そのためには沿道駐車場を分散型駐
輪場へ転用することが特に推薦され、なかでも住宅地に近い商店街における分散型駐輪場の経済振興効果
を重要視している。
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５－６－４　自転車ツーリズム
　地方における長距離自転車道整備は地域の活性化に大きく貢献する可能性がある。一方、大都市圏
における長距離自転車道整備は、観光収入が変わらなくても、住民が遊べる空間ができる意義は大き
い。
普段は余り行かない市区や景色をサイクリングにより発見でき、文化や歴史に関する知識を増やす
結果、アイデンティティーが強まる可能性も期待できる。特に自転車道ネットワークが充実している
場合は長距離自転車道ネットワークの整備が少ない費用で実現できるだけではなく、ケルンの再開発
地区の事例から分かるようにレクリエーションの交通が増えることにより飲食店の客が増えることに
よる経済振興が期待されている。
　なお、自転車ツーリズムが成功するためにいくつかの条件を満たさなければならないことがこの研
究で明らかになったが、その条件を簡単に整理すると以下の通りである。
　①長距離自転車道の品質基準と品質管理：非営利団体の「全ドイツ自転車クラブ（ADFC）」が詳
細な基準を作成したことにより、自治体は一定の品質を維持しながら長距離自転車道ネットワークを
整備・拡大できる。
しかし、最初からなるべく良い完成品を整備しないで、手間やお金のあまりかからない整備から手
をかけて、ネットワークを次第に充実させる取り組みが多いと思われる。例えば、「ラインシーネ自
転車道」においては工業地帯などにおける一部の区間は道幅が狭く、舗装の質は低く、また標識の汚
れなどの問題があっても、既存の自転車道を繋げるだけで連続的なルートを整備することが最優先と
された。同様に、国内外にあるライン川沿いの様々な長距離自転車道をスイスからオランダまで続く
国際的なルートにつなげることも考案されている。
整備された長距離自転車道の品質管理のために、舗装、標識やサービスなどの問題を把握するため
に全区間を定期的に自転車で走り、確認するべきである。
　②基本的な整備エレメントの充実：魅力的な長距離自転車道にはある程度の延長が必要で、ADFC
が 150 km以上の延長、または 2泊 3日以上の旅ができる延長を推薦している。この延長により宿泊
する旅行が可能で、旅行会社も魅力的な商品を販売できる。さらに、自転車旅行者が数日の期間を同
じ地域でゆっくりと過ごすことにより、地域への経済効果も大きくなる。
詳細な地図がなくても安心して気軽に旅ができるように、自転車道の案内標識が必要である。目的
地への方向と距離、または沿道の主なサービス紹介することは最低限必要な内容で、地域の文化、歴
史、自然や産業などに関する豆知識を提供する観光看板も可能である。観光看板の設置により田舎の
風景を重視にした「景観ルート」だけではなく、自転車の独特な速読と距離感により地域を新しい目
で見ることができ、様々な遺産を強調する「テーマルート」の指定も可能である。
　運動を目的にする人よりはレクリエーションを目指す人が多いために、飲食店、宿泊施設や自転車
の修理工場などを含む沿道のサービス提供を重視するべきである。また、自動車交通が多いとして
も、自転車道が市街地を通ることも必要で、自転車旅行者がそのニーズに応じて選択できる「市街地
ルート」と「郊外バイパス」の整備も重要である。サイクリングができる範囲をのばすために、電
車、市電やバスへの自転車の持ち込みが効果的で、「行きは自転車で、帰りは電車で」などの計画も
可能になる。
　③行政区域を越えた組織連携：自転車道整備への大きい投資より、プロジェクトを広域的に調整
する運営管理団体が必要である。「ヴェーザーブント」に代表されるこのような団体が、沿道の様々
な地方自治体の需要とアイデアを調整しながら、広域的にも最適なルート選定に大きな役割を果た
す。同時に、自転車旅行者に特に要望が大きい飲食店・宿泊施設の登録や自転車観光客に使いやすい
サービスへの助言など、また統一したマーケティングを行って問い合わせの窓口を提供することも可
能である。さらに、統一した運用団体は自転車道の実態調査などを含んだ品質管理にも大きく貢献す
ることができる。
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　④効率的なマーケティング：自転車ツーリズムはドイツですでに重要な観光産業になり、今後は
ドイツ国外からの自転車旅行者も増えることが予想されるために、長距離自転車道ネットワークの統
一したマーケティングが必要になる。さらに、パンフレット、専用地図とガイドブック、案内標識や
看板などに使えるロゴマークがあると、長距離自転車道が利用者にとって分かりやすい。
運動のためにサイクリングする人よりも数人で旅をし、景色をゆっくりと楽しむ自転車ツーリズム
が多いため、ガイドブックなどが自転車道の特徴だけではなく、周辺の観光資源、観光施設、歴史や
特徴などの魅力を提示し、地域全体の活性化を視野に入れることが重要である。
補注
1　整備担当者の「州道路交通公団（Landesbetrieb Straßen und Verkehr, LSV）」が作製した地図 (20)に基づき、整備状
況は主に「自動車の車道内自転車道区間」、そして自動車の車道外の「車道から 3m以下離れている自転車道区
間」、「車道から 3m以上離れている自転車道区間」と「自動車の車道と全く別のルートを通る自転車道区間」のそ
れぞれの「整備済み区間」と「未整備区間」、併せて 8種類に分類されている。この 8種類の整備状況別分類は、
図上で約 6,500区間に分けられ記号表示されているため、州道路交通公団が州内自転車交通ネットワークの整備状
況をどう判断し、今後の重点的な整備に関する考え方が分かる。
2　州道路法の規定も同様である。例えば、自転車道整備に最も熱心で実績のあるノルトライン・ヴェストファー
レン州の「州道路法」(41)によると、設置形態による自転車道の分類は２種類がある。また管理形態による分類と
しては、連邦、州、郡、市町村、その他の 5種類がある。
3 「連邦道路交通研究所（BASt）」でのヒアリング（2006年 11月 24日）により、法的な根拠がないため、「連邦
交通・建設・都市開発省（BMVBS）」が州などの地方自治体にたいして拘束力のある基準を発効できないが、第三
者が作成した基準の適応を推薦できる。その結果、連邦交通・建設都市開発省に適応が推薦され、最新の専門技術
をまとめている道路・交通研究会の基準がドイツ各州で道路建設、道路交通に関する技術や道路交通計画の基準と
して認められている。
4 例えば、交差点の設計に関しては自転車道が整備されている場合は、「道路交通規則行政命令」が交差点内の適
切な自転車誘導を求めているが、「道路交通研究会」のERA 95が様々な設計案をまとめている。
5 特に歩行者に必要な空間（商店街などで 4.0m以上、住宅や商店のある幹線道路沿いには 3.0m以上、住宅や商店
の少ない幹線道路沿いには 2m以上、建物がほとんどない幹線道路沿いには 1.5m以上が推薦されている）を確保
するべきである (4)。
6 BYPADが 2003年に発足し、整備されたインフラより、自転車政策のプロセス発展性を評価することにより自転
車交通の促進を支援することや、自転車に関心を持っている自治体間の情報交換は目的である (52)。2007年現在は
20カ国の 100以上の地方自治体が BYPADの審査を受けたことがある (53)。
7 EUがベルンで行った調査により、駐車場の維持管理費を負担金として計算すると、自転車で来る客への年間売り
上げ（1m2当たりの 7.500ユーロ）が 1m2当たりの 6.625ユーロに過ぎない (17)。
8 期待に関する回答は「思ったより良かった」（54％）、「思ったより便利」（51％）、「思ったより早い」(32％)、感
じたことに関する回答は「楽しさ」(54％)、「満足」（51％）、「自由」（27％）、「不自由」（11％）、「柔軟性の無さ」
（8％）、「不足」（3％）(17)。
9 州は 12の「郡に属しない市」と 24の「郡」からなり、郡は 37の「独立町村（verbandsfreie Gemeinden）」と 163の
「連合自治体（Verbandsgemeinden）」を含む。連合自治体が 2,257「町村（Ortsgemeinden）」からなっている。人口 19
万人の州都マインツ市、人口 16万人のルートビッヒスハーフェン市と人口 10万人のコーブレンツ市以外は 10万人
都市が無い (18)。
10 担当者による。
11　自動車の予算に比べては金額が少ないが、自転車道と自転車標識の整備・維持管理費も自動車の予算と比べて
低い。さらに、沿道レストランでの「サイクリスト特別メニュー」の調整など、PR効果が大きいが、無料ででき
る取り組みも多い（担当者による）。
12 一部はヒアリングによる。
13 A4、109頁のいつでも更新できるルーズリーフ式出版物で、指示の内容は自転車道のルート選定や自転車案内標
識の内容とデザインの他、州の補助制度の概要や様々な技術と手続などの具体的な説明を含み、道路・交通研究会
の基準に基づきながら、より充実した、州独特なものとなっている (19)。
14 ライン川やモーゼル川沿い長距離自転車道内の標高差は少ないが、あまり大きくない川沿いにあるキュル川長距
離自転車道とナーへ川長距離自転車道の上り坂と下り坂が多く、アール川長距離自転車道には 200m近くの標高差
がある。しかし、鉄道路線が長距離自転車道の一部に平行しているので、自転車を電車に持ち込み、上り坂をある
程度避けることもできる。この 7ルートの長距離自転車道に加えて、州交通省がそのウェブサイト 15でさらに 10
ルートの長距離自転車道を紹介している。このルートの州内延長が平均 74kmで、最長は延長 230kmの循環コー
ス、最短は片道 31kmの往復コースである (54,55)。
16　都市の人口、圏域の人口や規模、そして都市の機能により、ドイツの都市は「上位中心地」、「中位中心地」、
「下位中心地」と「小中心地」に指定される。
17 この「自転車情報センター」がモビリティーに関する情報を提供しているので、「自転車情報センター」が今ドイ
ツ各地で普及してきた「モビリティー案内所（Mobilitätszentrale）」のような役割を果たした。
18 例えばゾルタウ市がそのウェブサイトで同様な考え方を示している (56)。
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19 自転車ステーションでのヒアリングによる。
20 ドイツ人のスポーツの人気は 2001年では、サイクリングが第一位（65％）で、水泳（63％）、サッカー（57％）
やスキー（50％）と続いている。そして少なくても月に 1回サイクリングする人の数は 62％にも及んでいる（水泳
54％、ハイキング 40％、ジョギング 23％）(57)。
21 日本語には「ライン川沿い鉄道」と直訳できる。
22 ドュッセルドルフでのヒアリングによる。
23 aは 2003年現在、bは 2005年現在（RLP州に関しては、自治体の数値から人口統計のないVerbandsgemeindeの数
値を算出した）。
24 ボンでのヒアリングによる。
25 ボンとドュッセルドルフでのヒアリングによる。
26 ボンでのヒアリングによる。
27 鉄道のレールを看板のポールに使うことにより、「ラインシーネ」の特徴である鉄道と工業を強調する。看板を
設置する場所をプロジェクトの計画段階にすでに決めたが、各市が細かい内容や細かい位置に関しての意見を述べ
ることができた (ドュッセルドルフでのヒアリングによる )。
28 ドュッセルドルフのヒアリングによる。
29 行政語彙の内容は①ラインシーネ自転車道の目的や大まかな整備予定（前条）、②行政協定の対象（標識、看
板、ガイドブック、セールスガイド、開催式；第１条）、③予算、費用分担、州からの補助（第２条）、④計画実
施の段取り（事務局、ワーキンググループ、フォーラム、入札；第３条）、⑤沿道サービスに関する整備予定（休
息場など）、維持管理義務（第４条）、⑥行政協定の有効期間（第５条）、⑦最終規定（第６条）と⑧各市の費用分
担額（付録）である (40)。
30　ボンの担当者によると、特に川から少し離れた区画の標識が分かりにくいとの利用者からの指摘もあった。
31沿道各大都市の観光団体が都市観光や見本市などを中心に活動し、自転車観光に余り力を入れていないため、ラ
インシーネの統一した観光宣伝が大きな課題である (37)。ケルンとドュッセルドルフの担当者によると、地域の統
一した観光 PRは基本的に行われていないが、「ラインシーネ長距離自転車道」に関しては共通のウェブサイトと展
示会などで使われる共通の展示物が作成された。
32 ケルン市役所の自転車担当者による。さらに、自転車の交通分担率が 70年代後半の 5％から 2003年の約 15％に増
加し、中心市街地（内環状線内）の自転車利用が同期間に 3％から 20％に伸びた。
33「ロマンチックなライン川」のイメージが 19世紀に由来するが、その後に整備された堤防、洪水対策や橋梁な
どにより当時の形式が殆ど残っていない (43)。
34　ローマ駐屯地の道路網が今でも地図で確認できる。1106年と 1180年の街拡大の結果、面積 450haの 2万人都市
が発展し、延長 7.5kmの城壁が建設された。現在も重要な観光資源となっている 12のロマネスク式教会と 1996年
に世界遺産として登録された大聖堂がその区域内にある (43)。
35 ケルンの都市計画局でのヒアリングに基づく。
36　芝生のゾーンに挟まれて、４つのパビリオンとオープンカフェによって強調されている旧市街地への入り口が
真ん中にある。赤煉瓦舗装、階段やスロープと並木によって強調されているている高台の大聖堂への入り口が北
にある。その付近には噴水や城壁にちなんだく字型の段差がある。「アルトシュタット地区」のみにおいては伝統
的な５～６階建てで、棟が細い建物が並ぶ。
37 人間が全市の街並みを同時に見ることができないため、たまたま見たことがある場所で受けた印象が頭の中で
「景観」として組み立てられる。その結果、街並みのイメージが個人的で、偏っているものでありながら、常に変
わるものである (42)。
38 さらに、町並みが新しく見えても、様々の時代や目的の遺産はあるが、その中には工場など、価値がまだ十分
に意識されていない現代遺産もある (43)。農業、住宅や産業など、街独特の土地利用を含む「文化景観
（Kulturlandschaft）」が地理、自然と人間の活動から発生した景色で、時代と伴って変化する。文化景観を適度に維
持し、住民の「生活質（Lebensqualität）」を上げ、景観を観光資源にも生かすために、EUが 1999年に「欧州空間
開発展望（ESDP）」を作成した。ESDPが①文化景観の維持と創造的な発展、②空間開発方針作成による文化景観
の価値増加、③様々な開発措置の調整と④人間の影響で悪化した景観の再現を求めている。さらに、空間開発や
都市開発が将来の文化遺産に貢献する意識を高めるべきと、指摘されている (43)。
39 A5、128ページ、12.95ユーロ。
40 地区の主な観光団体とその連絡先、観光資源の一覧表、博物館の場所、連絡先と開館時間、休憩ができる場所
の紹介、沿道の主な飲食店、渡り船や客船、キャンプ場とユースホステルの場所と連絡先。
41 市の自転車標識システムが今計画中で、標識が近い将来に取り替えられると思われる。
42 担当者による。
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